
総合政策局 共生社会政策課

・ジェンダー主流化に関する正しい知識を習得し、すべての職員が共通認識をもつこと。
・国土交通行政において、なぜジェンダー主流化が必要か理解すること。
・ジェンダー主流化を効果的に進めるために何が必要かを把握すること。

研修の目的

研修のゴール
あらゆる政策の点検・計画において、ジェンダー主流化を取り入れる手法や事例を理解する。

研修の目的

研修のゴール

研修の目的とゴール

ジェンダー主流化の目的 ジェンダー平等を実現し、すべての人が暮らしやすい社会にする。

ジェンダー主流化研修ジェンダー主流化チェックリスト

組織体制・人員配置
プロジェクトや政策に取り組んでいるチームのスタッフや委員会の委員は、男女のバランスがとれているか。
実施機関のジェンダー別職員（一般・技術・管理職）の数と割合はどうなっているか。
女性職員を増やすためにどのような手段を取り、どのような成果をあげているか。
採用基準はジェンダー平等であるか。
実施機関の意思決定に女性はどの程度参画しているか。
チームの中にジェンダーの専門家がいるか。または、既存のスタッフは十分なジェンダーの知識を有し、ジェンダーに関連する業務が
職務内容に組み込まれているか。
実施機関にジェンダー担当者はいるか、いる場合はどのような役割となっているか。

出典：ITF - 「交通分野におけるジェンダー主流化」、JICA 事業におけるジェンダー主流化のための手引き【都市開発・地域開発】、UNDP（国連開発計画）の報告書2（2003年）より作成

政策・計画の分析
ジェンダー視点に立った項目・内容はあるか。
政策・計画においてジェンダー平等と女性のエンパワメントの推進はどのように位置付けられているか。
プロジェクトの背景や状況分析では、女性と男性の異なる状況や、プロジェクトが異なるグループに与える影響を検証しているか。

データの収集・分析
プロジェクトはジェンダーの問題を取り上げ、分析・追跡するために男女別のデータや質的情報を収集し、利用しているか。
ジェンダー平等と女性のエンパワメントの啓発研修の参加者のジェンダー別の人数・割合はどうなっているか。
実施機関で、意思決定者はジェンダー平等と女性のエンパワメントの啓発研修に参加した経験があるか。
ジェンダー啓発研修参加者や関係者のジェンダー理解度はどの程度か（例：研修後の理解度やジェンダー意識に関するテスト結果、
業務における研修の学びの活用・行動変容・他者への学びの共有など）。

モニタリング・評価
プロジェクトのモニタリングと評価はジェンダーの問題をカバーし、より大きなジェンダーの平等への行動変容をモニターしているか。

成果、アウトプット、活動は、女性と男性の異なるニーズや優先事項を満たすように設計されているか。
成果の枠組みには、ジェンダーに対応した指標、目標、成果をモニターするための基準があるか。
提案されたジェンダーに関する活動のために十分な財源が割り当てられているか（対総予算比）。
プロジェクトについて、女性やジェンダーに焦点を当てたグループ・団体に協議したり、こうしたグループ・団体が参加しているか。
プロジェクトは女性と男性の両方がインプットを提供し、プロジェクトの活動にアクセスし、参加できることを保証しているか
（少なくとも40％以上の参加を目標）。
実施機関や地方出先機関でジェンダー主流化の取組はあるか、ある場合はどのような内容か。

プロジェクト設計・実施
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